
平成１３年(ワ)第１０５９号　不正競争行為差止等請求事件
口頭弁論終結の日　平成１４年９月１３日
                      判　　　　　　決
              原　　　　　　告　　　　　　二和貿易株式会社
              訴訟代理人弁護士 　　　 　　川　村　和　久
              訴訟復代理人弁護士        　内　藤　裕　史
　　　　　　　被　　　　　　告　　　　　　有栖川商事株式会社
              被　　　　　　告  　    　　株式会社巴商事
        　 　 被告両名訴訟代理人弁護士    大久保　　　理
                      主　　　　　　　文
　　　　１　原告の請求をいずれも棄却する。
  　　　２　訴訟費用は原告の負担とする。
　　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　請求
  １　被告らは、別紙被告商品目録１表示の箱容器（中トレー・商品包装紙を含
む。）に詰められた、同目録２表示の「天津甘栗チョコレート」を輸入し、販売
し、又は販売のために展示してはならない。
  ２　被告らは、その占有する別紙被告商品目録１表示の箱容器（中トレー・商品
包装紙を含む。）に詰められた同目録２表示の「天津甘栗チョコレート」を廃棄せ
よ。
  ３　被告らは、原告に対し、各自金２０００万円及びこれに対する平成１３年２
月１６日（訴状送達の日の翌日）から支払済みまで年５分の割合による金員を支払
え。
第２　事案の概要
  　本件は、原告が、被告らに対し、被告らが、原告の商品表示として商品形態が
需要者の間に広く認識されている「天津甘栗チョコレート」と類似する商品形態の
「天津甘栗チョコレート」を輸入、販売し、原告の商品と混同を生じさせる行為
（不正競争防止法２条１項１号）を行ったとして、同法３条に基づき被告商品の輸
入、販売又は販売のための展示の差止め等を求めるとともに、同法４条に基づき損
害賠償を請求した事案である。
  １　争いのない事実等（末尾に証拠の掲記のない事実は当事者間に争いがな
い。）
    (1)　当事者
      ア　原告は、食料品・日用品雑貨等の貿易業を目的とする株式会社である。
      イ　被告有栖川商事株式会社（以下「被告有栖川商事」という。）は、農産
物、畜産物、水産物、清涼飲料、加工食品の輸出入及び販売等を目的とする株式会
社であり、被告株式会社巴商事（以下「被告巴商事」という。）は、食料品、日用
雑貨、装身具及び室内装飾品の輸出入並びに販売等を目的とする株式会社である。
    (2)　原告商品
      ア　原告は、平成８年２月から、「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販
売」を行う業者（以下「カタログ販売業者」という。）が中国方面旅行者向けに販
売するおみやげ宅配用商品として、別紙原告商品目録１(1)及び(2)表示の各外箱及
び中トレーに同目録２表示の商品単体を詰めた「天津甘栗チョコレート」の名称を
有する菓子（以下、別紙原告商品目録１(1)記載のものを「原告商品(1)」、同目録
１(2)記載のものを「原告商品(2)」、両者を併せて「原告商品」という。）を輸入
し、宝商事株式会社（以下「宝商事」という。）又はアオキインターナショナル株
式会社（以下「アオキ」という。）を通じて、カタログ販売業者に販売している。
      イ　「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販売」とは、旅行者が、予めカ
タログ販売業者発行の宅配カタログ（世界各国毎又は各地域毎に、雑貨・食品・
酒・高級ブランド品等の土産好適品が掲載されている。）に基づき商品の購入申込
み（原則的には旅行出発前）をすると、カタログ販売業者が、申込者の希望する日
に、自宅又は指定した場所に商品を直接納品するというシステムであり、海外旅行
者にとっては、旅行先で土産物の選択に時間を費やしたり、旅行中大量の荷物を持
ち運ぶ手間を省くことができるメリットがある。カタログ販売業者は、旅行会社の
子会社等のツーリスト系、独立の非ツーリスト系、航空会社の子会社の商社など約
１２社が存在し、いずれも同様のシステムを採用している（甲４１）。
      ウ　原告商品は、「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販売」用の商品で
あり、上記販路以外に一般のスーパー、小売店等では販売していない。



    (3)　原告商品形態
      ア　原告商品の形態は、次のとおりである（検甲２、３。以下「原告商品形
態」という。）
        (ア)　商品単体は、別紙原告商品目録２表示のとおりであり、外形が栗の
形をしたチョコレートである。
        (イ)　外箱容器は、
          ａ　大きさが縦約１４㎝、横約３２㎝、高さ約２．５㎝であり、
          ｂ　全体が赤地であり、
          ｃ　外箱容器の上表面に、①天然の毬栗の写真、②商品単体３個と、商
品単体１個を真中から半分に切断して中身の状態が分かるようにしたものの写真、
③商品名「天津甘栗巧克力（英語表記TIANJIN CHESTNUT CHOCOLATE）」の文字を表
示している。
        (ウ)　外箱容器の中に、プラスチック製の茶色中トレーが配置されてい
る。
        (エ)　中トレーには、別紙平面図のとおり、横４０㎜、縦３５㎜の栗形状
の窪みが、上下列に各７個、中列に６個の計２０個設けられている。
        (オ)　商品単体は、金色の包装紙に包まれて、中トレーの窪みに載置され
ている。
      イ　原告商品の上表面のデザインには、販路の違いにより、原告商品(1)
と(2)の２種類がある。原告商品(1)は、原告が平成１２年２月末までカタログ販売
業者最大手であるトラベラー株式会社（以下「トラベラー」という。）に販売して
いた商品であり、原告商品(2)は、原告がその他のカタログ販売業者向けに販売して
いる商品であるが、どちらの外箱容器の上表面も、上記ア(イ)の特徴を有している
（なお、原告商品(2)の外箱容器上表面には、前記ア(イ)ｃのほかに多数の天然の栗
の写真が表示されている。）。
    (4)　被告商品
      　被告巴商事は、平成１２年３月１日から、別紙被告商品目録１表示の箱容
器に同目録２表示の商品単体を詰めた「天津甘栗チョコレート」の名称を有する菓
子（以下「被告商品」という。）を輸入し、被告有栖川商事は、被告商品を被告巴
商事から仕入れてトラベラーに販売している。被告製品は、トラベラーの２０００
年３月版カタログに掲載された。
  ２　争点
    (1)　原告商品形態は、原告の商品表示として周知性を獲得しているか。
    (2)　被告商品の商品形態は、原告商品形態と類似し、原告商品との混同のおそ
れを生じさせているか。
    (3)　仮に(1)、(2)が認められる場合、原告は営業上の利益を侵害され、又は侵
害されるおそれがあるか。
    (4)　被告商品の輸入、販売は、真正商品の並行輸入に当たるか。
    (5)　原告の損害額
第３　争点に関する当事者の主張
  １　争点(1)（原告商品形態は、原告の商品表示として周知性を獲得しているか）
について
  【原告の主張】
      原告商品形態は、次のとおり、遅くとも平成１２年２月末までには、原告商
品を表示するものとして、取引者であるカタログ販売業者及び一般需要者である中
国旅行者の間で広く認識され、周知性を獲得していた。
    (1)　「天津甘栗チョコレート」という商品は、原告商品が現れるまで日本国内
はもちろん中国にも全く存在しなかった商品であり、原告代表者が平成７年１月こ
ろから商品自体及びパッケージデザイン等について企画開発し、日本国内における
「中国旅行者向けおみやげ宅配カタログ市場」向けの専用商品として、中国国内に
ある原告の製造委託先（平成８年までは上海申豊食品有限公司〔以下「申豊食品」
という。〕、その後は蒙特莎（モントレッサ）食品有限公司〔以下「蒙特莎」とい
う。〕）に厳格な指導の上で製造を委託し、平成８年２月から日本国内で販売して
いる原告のオリジナル商品である。
    (2)　原告は、原告商品の外観、形状の全体を通じて、それまでなかった「天津
甘栗チョコレート」という独創的な新商品を、需要者・取引者に一目で印象付ける
ようなインパクトのある斬新なデザインを案出したものである。原告商品は、全体
に有機的に一体となって商品コンセプトを具現しているもので、自他商品の識別機



能を有しており、商品表示性を具備している。なお、原告商品の商品表示は、いわ
ゆる商品形態そのものではなく、不正競争防止法２条１項１号に例示されている
「容器、包装」のカテゴリーに該当するものと捉えれば足りる。
    (3)　原告商品は、発売開始後、中国方面旅行者等の間で瞬く間に高い人気を博
し、シーズン毎に発行される各カタログ販売業者の宅配カタログに必ず掲載される
定番ヒット商品になり、数年前からは人気商品であることを示す「ヒット商品」
「人気商品」「おすすめ商品」「売れてます」等の表示も付されるようになった。
また、宅配カタログには、原告商品の商品単体写真とともに、外箱容器の上蓋を開
け、金色の包装紙に包まれた商品単体が茶色の中トレー上に載置された状態の写真
が掲載されており、包装紙・中トレーを含む原告商品形態全体が原告の商品を表す
ものとして取引者・需要者に強く印象付けられている。原告商品(1)と(2)の外箱の
デザインの相違も、同一コンセプト・イメージの枠組み内における実質的類似性を
損なわない程度のバリエーションにすぎない。原告商品形態は、全体に有機的に一
体となって原告商品のコンセプトを具現し、どこか特定の出所より出たことを弁別
せしめる程度の商品表示性を有している。
    (4)　原告商品は、平成１２年２月末現在、海外旅行者向けおみやげ宅配商品カ
タログ市場でシェア１００パーセントを占め、年間販売個数２０ないし２６万個、
累積販売個数７７万個という販売実績を上げた。中国旅行者は、高齢のリピーター
が３割程度と多く、それらの人が前回の好印象や中国旅行リピーターの友人の評判
などから、原告商品を最初から指定することも多い。また、平成１１年度の中国旅
行者のうち、おみやげ購入層である純粋な観光客は、年間４０万人強であると見ら
れるのに対し、同年度の原告商品の年間販売個数は２６万個強であることによれ
ば、原告商品がいかに中国旅行者の多くに購入されているかがわかる。
  【被告らの主張】
    (1)  原告商品は、原告を出所源とする原告のオリジナル商品などではなく、外
箱の裏面に印刷表示された製造メーカーである蒙特莎を出所源とする商品である。
そもそも、原告商品と同じデザインの天津甘栗チョコレートは、原告商品に先立
ち、申豊食品が製造販売していたものであり、原告商品はこの類似品にすぎない。
    (2)　原告商品形態は、自他識別力が欠如しており、不正競争防止法２条１項１
号にいう商品表示性がない。原告は、同一商品である原告商品について、原告商
品(1)と(2)の２種類の外箱を使用しており、原告商品形態の外箱に出所表示機能・
品質保証機能を有する部分があるとしても、それは両者に共通する部分に限られ
る。両者の共通部分は、①箱のサイズ、②中央の毬栗の写真、③商品単体３個の前
に、商品単体を真中から半分に切断して中身の状態が分かるようにした写真、④商
品名（ただし、色・字体・大きさ・配置は全く異なる。）の４点であるが、①箱
は、普通に土産物に使用されている長方形の薄箱であり、縦、横、高さのサイズに
何ら差別化、個性化は認められず、②毬栗の写真及び③商品の輪切りの写真も、土
産品のチョコレートで一般的に使用される手法で自他識別力はない。④「天津甘栗
巧克力」の名称は、平成８年から中国の土産物市場で広く使用され、現在では普通
名称化しており自他識別力はない。
      　原告商品形態は、全体としてみても斬新なところのないデザインである。
    (3)　原告商品形態は、取引者であるカタログ販売業者の間でも、原告の商品表
示としての周知性を獲得していない。カタログ販売業者への商品説明は、年１回行
われるカタログ掲載商品入れ替えに伴うプレゼンテーションの時のみである。この
時に納入業者が提出する「商品提案書」には、提案商品の製造者名その他商品の出
所を記載する欄はなく、周知の商品を除いては商品の出所は問題にされていない。
原告は、蒙特莎から輸入した原告商品を宝商事及びアオキに卸販売するだけで、カ
タログ販売業者とは直接の取引関係にない。また、宝商事がトラベラーに販売した
商品から虫が出るという問題が発生した際、宝商事等がトラベラーに提出した詫び
状には、メーカー名が申豊食品であることを明らかにする記載がある一方で、商品
の出所が原告である旨の記載はなく、輸入者が原告、販売者が宝商事と記載されて
いたにすぎない。そうすると、カタログ販売業者の従業員の多くが、原告商品を見
て、その出所源が原告であるとの認識を持つことはあり得ない。
    (4)　原告商品形態が、一般需要者である中国旅行者の間において、原告の商品
表示として周知性を獲得する余地はない。
      ア　原告商品は、原告→有限会社三絹（以下「三絹」という。）→宝商事又
はアオキ→神戸タカラフーズ有限会社、株式会社優光→カタログ販売業者→海外旅
行者という販路で販売されている。原告が一般需要者である海外旅行者と直接接触



することはない。
      イ　「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販売」では、旅行者は、ほとん
どが出発前に予めカタログを見て注文を出すが、宅配カタログには原告の名称は印
刷されていないので、需要者は、注文時に原告の存在を知る可能性すらない。カタ
ログ販売業者から原告商品が配達された段階でも、原告商品には、表面に代理店で
あるアルファスター社の登録商標が、裏面には製造者として蒙特莎の商号及び住
所、代理店としてアルファスター社の商号及び住所がそれぞれ印刷されているのに
対し、原告の商号は、裏面に貼付された輸入者シールに輸入業者として印刷されて
いるだけである。しかも、カタログ販売業者から宅配を受けた海外旅行者のほとん
どは、カタログ販売で購入した輸入品であることを隠すため、輸入者シールを剥が
してから土産品を配るのが一般的であり、その結果、海外旅行者から土産品として
原告商品を受け取った日本人が原告の名称を知る可能性はない。
      ウ　カタログ販売業者は、商品表示が需要者の間で周知性を獲得している商
品については、宅配カタログに出所を表示し、需要者を誘引している。チョコレー
トについても、著名なベルギーの「ゴディバ」、「ノイハウス」、「ギリアン」
や、フランスの「ラ・トゥール・ダルジャン」などには、出所としてブランド名の
記載がある。ハワイのマカデミアンナッツチョコレートについても、需要者の中で
周知性を獲得している「ホースト社」のものには同社の商品であることが記載され
ている。これに対し、原告商品は、カタログ上出所の表示がなく、単に自社の取扱
商品として、商品ナンバーとともに商品リストに掲載されている一商品にすぎない
から、周知性を獲得しているとはいえない。このような商品が宅配カタログに掲載
されることによって周知になることもない。
  ２　争点(2)（被告商品の商品形態は、原告商品形態と類似し、原告商品との混同
のおそれを生じさせているか）について
  【原告の主張】
    (1)　被告商品の形態は、一般需要者レベルにおいても、原告商品との誤認混同
を生じさせるおそれがある。
      ア　被告商品の形態は、原告商品形態と酷似しており、商品単体や中トレー
の形状等は、原告商品のそれをそのまま型取りしたものと見られる。また、被告商
品の箱容器上表面の商品単体断面写真は、原告商品形態中のそれ（上記第２、
１、(3)ア(イ)ｃ②）を画像スキャナでスキャンして冒用したものである。
      イ　加えて、原告商品及び被告商品の販売態様には、次の特徴がある。
        (ア)　同一のカタログ業者の宅配カタログに掲載される商品は、原則とし
て１種類である。
        (イ)　トラベラーの２０００年３月版カタログには、前年度まで掲載され
ていた原告商品と入れ替わりに被告商品が掲載され、販売実績のないはずの被告商
品に「お買い得人気商品」の表示が付され、他の商品と比べて広い掲載スペースが
割かれている。
        (ウ)　原告商品は、１９９６年から１９９９年までの４年間トラベラーの
宅配カタログに掲載され、９７年版及び９８年版では「おすすめ」、９９年版では
「売れてます」の記載がされた。
        (エ)　原告商品は、他のカタログ業者の宅配カタログでも「人気商品で
す」等の記載がされ、平成１２年（２０００年）当時のカタログにも引き続き同様
の記載がされていた。
      ウ　上記各事情を前提とすると、需要者である中国旅行者は、トラベラーの
２０００年３月版カタログを見た場合、次のような認識を有することになる。
        (ア)　２、３年前に中国ツアーに参加し、宅配カタログで土産品を選んだ
旅行者は、前回の記憶から、「前の旅行の際に配られていた宅配カタログ（トラベ
ラーのものとは限らない。）に載っていた、人気商品を意味するマークが付いてい
る、赤っぽい地色に栗の写真が写っている長方形のパッケージで、茶色っぽいトレ
ーに金色の包み紙で包まれた丸っぽいチョコレートが入っていた天津甘栗チョコレ
ート」程度には、原告商品を認識している可能性が高く、被告商品を原告商品と誤
認混同するおそれがある。
        (イ)　中国旅行は初めてであるが、ツアー業者を検討する際に複数の宅配
カタログを入手した旅行者は、他のカタログ業者の宅配カタログで人気商品を意味
する記載がされた原告商品と、トラベラーのカタログに「人気商品です」と記載さ
れている被告商品とを、その商品表示の類似性により同一の出所の商品と誤認混同
するおそれがある。



        (ウ)　トラベラーの２０００年３月版カタログで被告の「天津甘栗チョコ
レート」を初めて目にした旅行者も、そこに「人気商品です」との記載があること
から、当該商品が過去にかなりの売れ行きを示したものと誤解し、実際に過去に好
調な販売実績のある商品（原告商品）と誤認混同するおそれがある。
      エ　以上のとおり、本件では、一般需要者レベルでの混同が問題となり得る
のであり、被告らは、まさにそれを利用しようとしたのである。
    (2)　取引者レベルでも、事情を熟知しない新規参入者に狭義の誤認混同のおそ
れが存在することはもとより、被告らが被告商品を販売することにより、原告と特
殊な取引関係を締結したのではないかなどの広義の誤認混同のおそれが生じる。実
際に、被告商品がトラベラーの２０００年３月版カタログに掲載された際、原告が
原告商品を納入していた複数の取引業者は、被告商品を原告商品と誤認し、原告が
トラベラーの要求を受け入れて上代の３掛けの価格で納入することにしたものと誤
解し、自社へも同様の原価で納入するように要請するなどしたのである。なお、被
告らは、被告商品の取引者であるトラベラーが被告商品と原告商品を誤認混同する
おそれは皆無であると主張するが、トラベラーは、被告らと共謀して不正競争行為
を行った共同不法行為者であり、このような者が原告商品と被告ら商品を誤認混同
するはずがないのは当然のことであるから、被告らの主張は無意味である。
  【被告らの主張】
    (1)　一般需要者については混同のおそれは問題にならない。
      ア　周知性の判断の人的範囲と混同のおそれの人的範囲は一致するのが当然
である。需要者である海外旅行者については、前記１【被告らの主張】(4)のとお
り、原告商品形態が原告を出所源とする商品として周知性を獲得していることはあ
り得ない。
      イ　需要者は、カタログ業者が異なれば取扱商品も異なると考えるのが普通
である。複数のカタログを比較検討する需要者であれば、トラベラーのカタログに
掲載されている被告商品と、その他の業者のカタログに掲載されている原告商品を
比較すれば、外箱デザインが異なることに容易に気が付くから、誤認混同すること
はない。また、トラベラーのカタログで初めて被告商品を見た需要者には、そもそ
も混同を起こす前提としての原告商品の認識がない。「人気商品です」との表示に
よっても、原告商品と被告商品を誤認混同する余地はない。
    (2)　取引者であるカタログ販売業者においても、混同のおそれは皆無である。
      ア　カタログ販売業者は、前記１【被告らの主張】(3)のとおり、年１回のプ
レゼンテーションを経て１年間カタログに掲載する商品を採用するのであり、この
審査過程において、原告商品と被告商品が誤認混同されるおそれは全くない。
      イ　被告商品は、トラベラー以外のカタログ販売業者に販売されることはな
い。トラベラーは、従前、原告商品を宝商事から購入していたが、仕入値の交渉決
裂から２０００年３月版カタログへの原告商品の掲載を中止した。トラベラーは原
告商品に替えて被告商品の購入を決定し、その際、中国に蒙特莎を訪ね、商品の確
認をした上で被告商品の購入を決定したのであるから、トラベラーが原告商品と被
告商品を誤認混同するおそれは皆無である。
      ウ　被告らは、原告と何らかの特別の関係にあるかのような表示を用いて営
業活動を行った事実はないから、原告が主張するような広義の混同は生じない。
  ３　争点(3)（仮に(1)、(2)が認められる場合、原告は営業上の利益を侵害され、
又は侵害されるおそれがあるか）について
  【原告の主張】
    (1)　原告は、トラベラー以外にも複数のカタログ販売業者に原告商品を納入し
ており、トラベラーが原告商品のコピー商品である被告商品を販売していること
で、市場において、直接的に原告商品の売上減少という多大な損害を被っている。
    (2)　被告らは、トラベラーが２０００年３月版カタログへの原告商品の掲載中
止を決定していた以上、原告は営業上の利益を侵害されるおそれがないと主張する
が、トラベラーが原告商品の取扱中止を決定した理由は、トラベラーが、粗悪な品
質とはいえ、安価で原告商品の全くのコピー商品である被告商品を確保できる見通
しが立ったからである。
  【被告らの主張】
    　被告らが蒙特莎と交渉を開始したのは、トラベラーが原告商品の取扱中止を
決定した後であり、被告らがトラベラーに被告商品を販売してもしなくても、原告
商品がトラベラーの２０００年３月版カタログに掲載されることはなく、カタログ
に掲載されない以上、原告が宝商事を経由してトラベラーに原告商品を販売するこ



とはできなかった。よって、原告が営業上の利益を侵害されたことはなく、侵害さ
れるおそれもない。
  ４　争点(4)（被告商品の輸入、販売は、真正商品の並行輸入に当たるか）につい
て
  【被告らの主張】
    (1)　被告商品は、蒙特莎の製造に係る商品であり、原告商品とは商品の出所及
び品質が同一であるから、被告商品の輸入販売は真正商品の並行輸入であり、不正
競争行為としての違法性を有しない。
      　仮に、原告商品が蒙特莎を出所源としない商品であったとしても、原告
は、蒙特莎が原告商品の出所源であるとの外観を自ら作出したものであり、被告ら
は、同外観を信じて、善意無過失で蒙特莎から原告商品と同じ「天津甘栗チョコレ
ート」（被告商品）を輸入販売したのであるから、原告が、被告らの並行輸入の抗
弁に対し、原告商品の出所が原告であって蒙特莎でないと主張することは許されな
い。
    (2)　原告は、被告商品が原告商品と比較して品質が劣ると主張するが、蒙特莎
が香港のキャメイズ・ファー・イースト・リミテッドを経由して被告巴商事に販売
した被告商品は、原告商品と同じものであり、被告商品に平成１２年５月中旬以降
使用されている「マロンオイル」というフレーバーも、原告商品に使用されている
「マロンフレーバー」と同等品である。
  【原告の主張】
    　原告商品形態は、原告の商品表示として周知性を獲得しており、原告の製造
委託先にすぎない蒙特莎の商品表示として認識されているものではないから、被告
らの主張は、真正商品の並行輸入を論ずるための前提を欠くもので失当である。
    　被告商品は、原告が蒙特莎に正規に製造販売を許諾した商品とは異なり、品
質も原告商品より極めて劣るから、原告商品形態の品質保証機能を著しく害するも
のである。
  ５　争点(5)（原告の損害額）について
  【原告の主張】
    　被告らは、本件不正競争行為を行うにつき故意又は過失があり、次のとお
り、原告が被った損害を連帯して賠償する義務がある。
    (1)　逸失利益
      　被告らは、平成１２年３月１日から平成１３年２月末日現在まで、少なく
とも１５万個の被告製品の輸入を行い、これをトラベラーに上代（１２００円又は
１３００円）の３０パーセントで納入している。被告らの被告商品の販売による利
益は１個当たり１２０円を下らないから、これにより被告らが得た利益は１８００
万円を下らない。
    (2)　弁護士費用
      　本件訴訟提起にかかる弁護士費用は金２００万円を下らない。
  【被告らの主張】
    　被告有栖川商事が被告商品をトラベラーに販売したことと、原告商品(1)及
び(2)の売上の増減との間には、因果関係が存しない。
    　トラベラー向けデザインである原告商品(1)の販売経路は、原告→三絹→宝商
事→トラベラー→海外旅行者であり、その他のカタログ販売業者向けデザインであ
る原告商品(2)の販売経路は、原告→三絹→アオキ→（神戸タカラフーズ有限会社、
株式会社優光）→カタログ販売業者→海外旅行者である。このうち、原告商品(1)に
ついては、前記２【被告らの主張】のとおり、被告商品の販売が開始される前に、
トラベラーの２０００年３月版カタログへの掲載中止が決定していたから、被告ら
が被告商品をトラベラーに販売したことと、原告が上記販路を通じて海外旅行者に
原告商品を販売できなかったこととの間には因果関係がない。他方、原告商品(2)に
ついては、「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販売」では、予めツアーを企画
した旅行会社から指名を受けたカタログ販売業者だけがツアー参加者にカタログを
配布する権利を取得できることから、原告商品(2)が海外旅行者に販売されるか否か
は、原告商品(2)をカタログに掲載している業者が、旅行会社から海外旅行者へのカ
タログ配布権を取れるか否かにかかっており、トラベラーのカタログに被告商品が
掲載されているか否かとは因果関係がない。
第４　当裁判所の判断
  １　争点(1)（原告商品形態は、原告の商品表示として周知性を獲得しているか）
について



    (1)　証拠（甲４～１７、甲４２の１～３、甲４３、４４の各１～４、甲４５の
１～３、甲４６、甲４７の１・２、甲４８の１～３、甲４９の１～５、甲６２、６
４、６９～７３、乙３４、被告ら代表者本人及び後掲各証拠）並びに弁論の全趣旨
を総合すれば、次の事実が認められる。
      ア　「海外旅行者向けおみやげカタログ販売」について
        (ア)　「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ」には、現地の特産品とし
て周知の商品も多数掲載されているが、日本の業者が企画開発し、現地の製造業者
に製造委託して輸入した商品も相当数含まれており、そのことは、カタログ販売業
者及び納入業者の間では常識である。このような輸入土産品は、日本人に好まれる
よう、予め日本の納入業者においてパッケージデザインや原材料の配合割合を開発
するが、商品自体は現地で製造されなければ土産物にならないため、日本の業者が
現地の製造業者にパッケージを提供し、製造方法を詳細に指示した上で製造を委託
し、これを当該製造業者から独占的に輸入してカタログ販売業者に供給する。もっ
とも、納入業者は、ある商品が他の納入業者の取扱商品であることを認識している
ときには、同一の商品の取扱いを差し控えるのが業界の一般的な慣習である。
        (イ)  カタログ販売業者は、毎年８月か９月ころに年１回、次期カタログ
掲載商品を決定するためプレゼンテーションを行う。納入業者は、各カタログ販売
業者の定型の商品提案リスト（乙３１の１～５、乙３３の１・２）に指定事項を記
入する形で商品を提案する。商品提案リストには、各社とも、商品名、生産国、販
売価格（上代）、納入価格（下代）、掛け率、包装形態、商品サイズ、商品説明な
どを記載する欄が設けられ、商品の写真も貼付されるが、最も重視されるのは上代
と下代であって、現地製造業者や輸入者等の名称を記載する欄はなく、プレゼンテ
ーションの際に、納入業者の担当者が、カタログ販売業者に対し、当該商品の企画
者や現地製造業者について説明することもない。なお、カタログ販売業者に商品を
納入する納入業者は、カタログ掲載商品が多岐にわたることもあり、７００～８０
０社存在する。
        (ウ)　宅配カタログは、有名ブランドを出所表示とする商品については、
顧客誘引のため製造業者の名称を表示しており、ハワイ方面カタログでは、ホース
ト社（乙３の２）、アイランド社（乙３の１）のマカデミアンナッツチョコレート
に社名が表示され、東南アジア方面カタログでも、ベルギーのギリアン、ゴディ
バ、ノイハウス、フランスのラ・トゥール・ダルジャンのように、チョコレートの
ブランドとして著名なものには、宅配カタログに社名及び社標が表示されている
（乙２４）。これに対し、中国方面カタログに掲載されたチョコレート、クッキー
等の菓子類には、原告商品を含めて、製造業者の名を冠したものはない。
        (エ)　各社が発行する中国方面カタログの食品のページには、１ページ当
たりに概ね６種類、多いものでは１０種類程度の茶、菓子等が掲載されている。菓
子類は、外箱の写真と中トレーに商品単体が並べられた状態の写真を併せて掲載さ
れているが、これらの外箱は、多くが長方形であり、中国色を出すため、赤を基調
とした地色に黄色又は金色の文字を表示し、パンダ、万里の長城、唐三彩など、中
国を象徴するものとして日本人に認識されている図柄があしらわれている。中トレ
ーは黒色又は茶色が一般的であり、茶色の中トレー上に１５～２０粒の商品単体を
載せた商品も相当数存在する。
        (オ)　宅配カタログでは、顧客の人気が高い商品には、「おすすめ」「売
れてます」「ヒット商品」「人気商品」などの標識が付されるが、これらの標識は
複数の商品に付けられており、多いときには、１ページに掲載された商品の３分の
１から半数に付されることもある。また、特に人気のある商品は、他の掲載商品と
比較して広い掲載スペースが与えられ、枠囲みに入れて掲載されることもあるが、
このような商品も１種類とは限られず、複数存在するのが通常である。
      イ　原告製品の企画開発、製造委託の経緯について
        (ア)　原告代表者は、平成７年１月ころ、中国に旅行する日本人観光客向
けの新商品として、天津甘栗のペーストを栗形状のチョコレートで包んだ「天津甘
栗チョコレート」の開発に着手した。原告は、当初、１９９１年（平成３年）から
業務委託関係にあった申豊食品にサンプル製造を委託したが、品質に不満があった
ことから、日本の取引業者複数に、センター部分（栗バター／ペースト）の配合、
基本のチョコレート型の製作、フレーバー（香料）の提供をそれぞれ依頼し、申豊
食品に対し、これらを用いてサンプルを製造するよう再度依頼した。また、原告
は、取引先の日本のデザイン会社に、①中国色を出来るだけ出す、②商品単体を切
った写真を表に入れるなどの要望をして、チョコレート型見本２０粒及びトレー見



本１個のデザインを依頼し、同社に発注した原告商品(1)及び(2)の外箱を申豊食品
に渡して原告商品を製造させた（甲３２、３３、５８～６１）。
        (イ)　原告商品は、平成８年２月から、トラベラー外数社の「中国旅行者
向けおみやげ宅配カタログ」に掲載され、カタログ販売業者を経由して中国旅行者
に販売された。しかし、同年９月から１２月にかけて、原告が申豊食品に製造委託
の上輸入していた「中国八景チョコレート」に虫の混入した商品があったことか
ら、原告は、原告商品の製造委託先を申豊食品から蒙特莎に変更し、蒙特莎に商品
パッケージのフィルム及び基本配合、チョコレート型、フレーバーを提供して、原
告商品の製造を委託した。その際、原告は、１９９７年（平成９年）３月２６日、
三絹、蒙特莎の三者間で①委託生産する製品は日本市場における海外おみやげ品市
場で販売する製品である（第１条）、②すべての製品の版権は原告及び三絹に属
し、蒙特莎はこれらの製品を第三者に販売してはならない（第３条）、③今後蒙特
莎が中国現地マーケットで販売を希望する場合、必ず原告及び三絹の同意を得なけ
ればならず、販売方式及び価格についても協議の上決定しなければならない（第４
条）との条項を入れた協議書を作成した（甲３６の１・２）。
        (ウ)  申豊食品は、原告が製造委託先を変更した後も、原告から提供され
たチョコレート型及び原告商品(1)及び(2)の包装材料を返還せず、１９９８年（平
成１０年）ころから、中国国内で原告商品と同一形態の天津甘栗チョコレートの販
売を開始した。数社がこれに追随し、中国国内で天津甘栗チョコレートを販売する
ようになった（乙１のＡ、Ｂ）。原告は、対抗策として、蒙特莎が中国国内の空港
免税店等で天津甘栗チョコレートを販売することを認め、蒙特莎は、赤地に毬栗と
栗及び商品単体を記載した略正方形の外箱及び茶色の中トレーを用い、外箱の表面
及び裏面に自社名及び商標を明記した天津甘栗チョコレート（乙２のＯ）を販売し
た（甲２４、甲６８の１・２）。
        (エ)　原告は、１９９９年（平成１１年）１月５日、申豊食品を相手に、
中国八景チョコレートの返品による損害賠償を求めて中国国際経済貿易仲裁委員会
上海分会に仲裁を申請し、同年３月１８日、協議が成立した。同協議の中で、申豊
食品は、原告商品(1)及び(2)の包材在庫を同年１２月までに使い切った後、この２
種のデザインと同じ規格の商品の製造を中止し、同時に、原告商品のチョコレート
型を原告に返還する旨約した（甲２２、２３）。しかし、平成１２年８月時点で
も、同社は原告商品(1)と同一形態のものを市場で販売している（乙２のＬ）。その
他、蒙特莎が販売する原告商品(1)、被告商品を含めて数種類の天津甘栗チョコレー
トが販売されている。
      ウ　原告商品の販売、宅配カタログへの掲載状況等について
        (ア)　原告商品は、平成８年２月から、トラベラー外数社の「中国旅行者
向けおみやげ宅配カタログ」に掲載され（トラベラーは原告商品(1)、他社は原告商
品(2)）、平成８年２月から１２月までに８万４６４４個の売上げを達成した。平成
９年以降、原告商品(2)を宅配カタログに掲載するカタログ販売業者が増えたことも
あり、原告商品は、平成９年には２０万２６４１個、平成１０年には２０万４８７
４個、平成１１年には２６万７０９７個という売上げを達成し、平成１２年２月ま
でに累計で７７万７９７９個が販売された。平成１１年版カタログ発行の時点で
は、ほぼすべてのカタログ販売業者のカタログに掲載された（甲１８）。
        (イ)　原告商品(2)は、株式会社三洋堂（以下「三洋堂」という。）の平成
１１年中国旅行者向けお土産品カタログ販売では全３１種類中１位の実績を上げた
（甲２９の２）。また、原告商品(1)は、トラベラーの中国方面販売実績において、
平成８年には７万１５５６個、平成９年には９万８７１２個、平成１０年には８万
９９９４個、平成１１年には１０万３１６４個の売上げを上げた。この平成１１年
の販売数量は、原告がトラベラーに納入した商品の中で販売実績２位の烏龍茶クッ
キーの約２．５倍、３位の中国八景チョコレートの約４．４倍であった（甲５０、
７８）。
        (ウ)　原告商品(1)は、トラベラーの平成９年から平成１１年までの中国向
け宅配カタログに、「おすすめ」「売れてます」の標識を付し、外箱及び中トレー
入りの状態を示した上で掲載された（甲５～７）。原告商品(2)は、平成９年ないし
１０年から、株式会社ジェイ企画、株式会社ツーリストサービス、株式会社日旅産
業、東急観光サービス西日本株式会社、株式会社ヱムパイヤエアポートサービス、
三洋堂、ＪＲ西日本グループ・ウエンズタウン（株式会社ジェイアール西日本デイ
リーサービスネット）、株式会社ジェイティービートラベランドの中国向け宅配カ
タログに、「ヒット商品」「人気商品」「売れてます」等の標識を付し、外箱の形



状及び中トレー入りの状態を示した上で掲載された。また、原告商品(2)は、三洋堂
（甲７２）、株式会社ジェイティービートラベランド（甲７３）の平成１３年４月
版のカタログでは、一般の商品より大きな枠で掲載されているが、セサミロシェチ
ョコレート（甲７２）、中国パンダアーモンドチョコ（甲７３）も同様の扱いを受
けている。
    (2)　周知性について
      ア　原告商品は、「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販売」という販売
方式で販売される中国土産品であるところ、上記(1)で認定した「海外旅行者向けお
みやげ宅配カタログ販売」におけるカタログ掲載商品選定及び旅行者への販売シス
テムによれば、原告商品の需要者は、主として中国への海外旅行者及び潜在的旅行
者（一般需要者ないし消費者）並びにカタログ販売業者及び納入業者（取引者）で
あると認めるのが相当である。
        　不正競争防止法２条１項１号は、他人の商品等表示として需要者の間に
広く認識されている（周知性のある）ものと同一若しくは類似の商品等表示を使用
して需要者に混同を生じさせることにより、表示に化体した他人の信用にフリー・
ライドして顧客を獲得しようとするような行為を不正競争の一つとしたものであ
る。したがって、同号にいう商品表示（商品を表示するもの）は、その商品が特定
の者の商品であること（出所）を他から区別して認識できるものであることを要す
る（もっとも、出所の正式名称等を想起させるものであることまで必要とされるも
のではない。）。
        　原告は、原告商品の商品形態が商品表示として識別性を有し、周知性を
獲得した旨主張するところ、原告のいう原告商品形態には、不正競争防止法２条１
項１号に商品表示の例として列挙されている「商品の容器若しくは包装」を含むも
のであるが、それらを含む商品の外観、形状の全体を指すものと解される。しかる
ところ、商品の形態は、通常、主として商品の機能を発揮させ、又は美感を高める
などの目的から適宜選択されるものであって、本来商品の出所を表示することを目
的として選択されるものではない。しかし、商品の形態が他の業者の商品と識別し
得る独特の特徴を有し、かつ、商品形態が長期間継続的かつ独占的に使用される
か、又は、短期間でも商品の形態について強力な宣伝広告がされるなどにより大量
に販売されたような場合には、商品の形態が特定の者の商品であることを示す商品
表示として需要者の間で広く認識されることがあり得、そのような場合には、商品
の形態が、不正競争防止法２条１項１号にいう商品表示として保護されることがあ
ると解される。
      イ  そこで、本件について検討すると、上記(1)で認定した事実によれば、原
告商品は、平成７年ころ、「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販売」で販売す
る輸入土産物として原告が開発した商品であり、平成８年２月から、「海外旅行者
向けおみやげ宅配カタログ販売」を通じて中国旅行者に販売されたこと、それまで
「天津甘栗チョコレート」という商品は、宅配カタログにも一般市場にも存在しな
かったこと、原告商品は、「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販売」におい
て、平成９年以降、常に年間２０万個以上の販売数量を上げ、平成８年２月から平
成１２年２月までの４年間に累計で７７万個以上販売されたこと、平成１１年度に
は三洋堂の中国向け商品で販売数１位を獲得し、業界最大手のトラベラーを含むほ
ぼすべての宅配カタログに人気商品を表す標識を付して掲載されていたことが認め
られる。
        　したがって、「天津甘栗チョコレート」という原告商品そのものは、
「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販売」の一般需要者である中国方面旅行者
等の間で従来なかった新規な商品として人気を博し、カタログ販売業者においても
人気商品として一般需要者に推奨してきたものであり、「天津甘栗チョコレート」
という商品自体は、一般需要者の間で相当の知名度を得たものと推認することがで
きる。
        　しかしながら、「海外旅行者向けおみやげ宅配カタログ販売」は、その
販売システムの性質（前記第２、１(2)イ）上、あくまで海外旅行の土産物として一
般需要者に販売されるものであるから、日本国内でその商品を開発した者や輸入業
者は、海外旅行者向けのカタログ販売の段階で表面に現れることはないのである。
実際、原告商品が掲載されたカタログにも、輸入業者が原告であること等原告の名
称は全く記載されておらず（甲４～１７）、原告商品自体にも原告の名称が印刷さ
れているということもない（検甲２、３）。また、原告商品(2)には、外箱の表面に
販売代理店である香港アルファスター社の商標が付され、裏面に「MANUFACTURER : 



SINO BELGIUM : ZHANGJIANG MONTRESOR FOOD CO , LTD P R CHINA」「DISTRIBUTOR 
: ALPHA STAR INDUSTRIES LTD HONG KONG」という、製造者が蒙特莎、販売者がアル
ファスター社である旨の表示があるのに対し（乙１０の１・２）、原告の名は、外
箱を包んだフィルムに貼付された輸入者シール（甲２８の１・２）に「輸入元（又
は輸入者）：二和貿易株式会社」と記載されているにすぎない。しかも、カタログ
販売で土産物を購入した旅行者は、土産品がカタログ販売で購入
した輸入品であることを知られないよう、土産物を相手に渡す前に輸入者シールを
剥がす場合が一般的である（乙３４）。
        　以上によれば、原告商品は、仮にその商品形態が他の業者の商品と区別
して特定の業者の商品であると認識されるだけの特徴を有するとしても、一般需要
者の間では、その出所は中国における製造業者である蒙特莎であると認識されるも
のと解され、原告の商品として認識される可能性は皆無に近く、原告商品形態が原
告の商品の商品表示として周知性を獲得し得る状況にあったとは認めることができ
ない。
        　ところで、上記(1)で認定した事実によれば、原告は、現地製造業者であ
る蒙特莎との間で、同社が製造する原告商品の独占的輸入販売契約を締結し、その
中で、中国市場における原告商品の販売も統制できる旨の条項を設けていることが
認められるところ、輸入業者も当該商品を独占的に輸入し、販売しているような場
合には、当該商品の出所として需要者の間で周知性を獲得することもあり得ると解
される。しかし、本件においては、原告が原告商品を中国から独占的に輸入してい
る業者であることをカタログ販売において表面に出すこともなく、そのような宣伝
広告をしてきた事実も認められないから、輸入業者である原告が原告商品の商品表
示の出所として周知性を獲得したとは認められない。
      ウ　次に、原告商品形態が取引者の間で原告の商品表示として周知性を獲得
するに至ったといえるか検討するに、上記(1)で認定した事実及び上記第２、
１、(2)の事実によれば、原告商品は、宝商事及びアオキという複数の商社を通じて
カタログ販売業者に納入され、原告がカタログ販売業者と直接の取引関係に立つこ
とはないこと、宅配カタログの掲載商品はおびただしい数に及ぶことから、納入業
者からカタログ販売業者への商品説明は、年１回のプレゼンテーションにおいて、
商品提案リストにより行われるだけであり、通常、商品の企画開発者、現地製造業
者、輸入者等の説明がされることはないことが認められる。
        　以上のような販売形態に照らすと、カタログ販売業者及び納入業者の間
においても、原告商品形態が原告の商品であることを示す商品表示として周知性を
獲得するに至ったとは認め難いといわざるを得ない。
        　この点について、カタログ販売業者のうち、三洋堂、株式会社ヱムパイ
ヤエアポートサービス、株式会社ツーリストサービス、株式会社ジェイ企画、株式
会社日旅産業及び株式会社アイランドキングの担当部課長等が作成した陳述書に
は、「天津甘栗チョコレート」は、原告が開発し、中国の工場に製造させて輸入販
売している商品であるとの認識を有している旨の記載がある（甲２９の１、甲３
０、３７～３９、５１、甲７９の１～５）。これに対し、カタログ販売業者である
株式会社シィーユーの代表取締役作成の陳述書には、「弊社も含めカタログ販売業
者は、菓子類に限定しただけでも相当数の商品をカタログに掲載しておりますの
で、特に製造者名が周知となっているような商品でない限りは、カタログ掲載商品
の製造者名を気に掛けて見ることもありません。そのため、ほとんどの社員は、当
社が取り扱っている天津甘栗チョコレートの製造者が蒙特莎食品有限公司であるこ
とも特に認識はしていないと思います。況や、それが二和貿易㈱が開発し、中国で
委託生産させて日本に輸入している商品であるとの認識をもっている社員はいない
と思います。」との記載がある（乙３４）。「天津甘栗チョコレート」が原告が開
発して輸入販売している商品であることを認識しているとのカタログ販売業者の担
当者が提出した陳述書の中には、原告側で作成したと推認される同じ文章の末尾に
署名したものがあること（甲３７～３９、５１）のほか、乙３４とも対比すると、
上記の原告提出の陳述書の内容を採用することはできない。
        　なお、原告は、原告商品形態が原告の商品表示として取引者の間で周知
性を獲得していることを前提として、現実に原告商品と被告商品との間で誤認混同
が生じた旨主張する（第３、２の【原告の主張】(2)）が、そのような事実の存在を
認めるに足りる的確な証拠もない。
      エ　以上によれば、原告商品形態が原告商品を表示するものとして需要者
（中国方面の旅行者である一般需要者及び取引者）の間で広く認識され、周知性を



獲得するに至ったと認めることはできない。
  ２　以上の次第で、その余の点について判断するまでもなく、原告の請求はいず
れも理由がないので、主文のとおり判決する。
  
　　　　　大阪地方裁判所第２１民事部

　　　　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　小　　　松　　　一　　　雄

　　　　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　阿　　　多　　　麻　　　子

　　　　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　前　　　田　　　郁　　　勝

（別紙）
原告商品目録１（１）（２）原告商品目録２被告商品目録１被告商品目録２平面図


